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令和３年３月定例会一般質問表 
 

                            ３月８日、９日、１０日                           
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１． 防災対策について 

 

（１）東日本大震災から１０年の節目を前に、再び東北地方  

  を激しい揺れが襲ったが、行政は地域住民の安全確保に 

  努めなければならないが、状況によっては完璧に対応で

きないこともあり、自助、共助の対応が重要と考えるが、

行政が地域住民にお願いしたいこと（求めたいこと）が

あれば、それは何か。 

 

（２）自主防災組織も「共助」の一つとして考えられるが、

市内の現状（組織数、組織率等）と、活動するうえで課

題等があるとすれば、それは何か。 

 

（３）「共助体制」の強化とともに、個々人の防災意識の向  

  上対策も重要と考えるが、これまで、また今後の対応は。 

 

２．南陽市ゼロカーボンシティ宣言の対応について 

 

（１）第６次南陽市総合計画にどのように反映されているか。 

 

（２）環境基本計画（方針）、地球温暖化対策実行計画策定 

の考えは。 

 

（３）新年度の事業（対策・施策）、予算措置は。 
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１．スマートインターチェンジと産業団地について 

我が国最大の課題である人口減少問題。東京一極集中是

正と地方の急激な人口減少に歯止めがかけられるかが大き

な焦点。 

持続可能なまちづくりのためにも、少子化対策と共に生

産年齢人口を増やしていくことが必要であり、社会動態を

プラスに転換していくための方策が大きな課題であると思

います。 

都市計画マスタープラン（素案）の市の現状と課題の中

での市民意向調査では、「雇用機会の創出」の項目で満足度

が２番目に低く、重要度は最も高いと市民は感じておりま

す。 

また、財政的には、来年度予算での経常収支比率は９

６％。今後においても税収の縮小、社会保障費の増大、防

災対策、社会資本の更新への対応等からして、財政収支は

一層厳しさを増し、投資的経費の確保が困難な状況も想定

されます。 

産業団地と効率的なアクセス道路整備は一体的なもので

あり、必要性は言うまでもありませんが、本市の諸状況の

中で、スマ―トインターチェンジはどのような意味を持つ

ことになるのか、いささか不安も感じますので、次のこと

についてお伺いいたします。 

 

（１）勉強会から約３年が経過した現在の進捗状況は。 

  

（２）スマートインターチェンジの設置は、具体的に本市に 

どのようなプラス効果をもたらすと考えられるのか。 

 

（３）スマートインターチェンジ設置を実現していくため、 

  クリアしなければならない課題は何か。 

 

（４）スマートインターチェンジ設置実現を想定した場合、

料金所から国道１３号にアクセスするまでの予算総額

はどの程度と試算しているか。 

 

（５）中川地区に２０２５年までに産業団地整備を検討し、

同年まで一社の本社機能の移転を目指すと山形新聞で

報道されました。どの程度の広さの産業団地を確保しよ

うとされているのか。 
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（６）スマートインターチェンジの必要性にも関連するとし 

  ている上野新田線の通年通行について、一部の側溝、法

面の幅広化、除雪体制の強化で行うとしておりますが、

冬期間の安全性の観点から、道路の拡幅や急勾配の緩和

についての必要性をどのように考えておられるのか。 

 

（７）スマートインターチェンジ実現のための中川地区の産  

  業団地整備と、梨郷地区の産業団地周辺への新たな団地

整備を行う場合とを比較したとき、利便性や費用対効

果、企業誘致のし易さ、企業側の選択等も含めどのよう

にお考えか。 

 

  それぞれお伺いいたします。 
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１．「第６次南陽市総合計画」「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」について     

  

（１）人口減少対策と少子化対策     

山形県の人口動態統計によれば、２０１９年の千人当 

り出生率は６．０人で全国４３位、１０年前の２００９ 

年は７．４人で全国４２位です。また、合計特殊出生率 

は、２０１９年１．４０で３１位、２００９年は１．３ 

９で２４位となっています。この結果から見えてくるも 

のは、この１０年間、山形県は他の都道府県より努力が 

足りなかったと言われても止むを得ない、非常に残念な 

数値です。      

私達が日常生活を送るために必要な各種サービスは、

一定の人口規模のうえに成り立っています。人口減少に

よって、こうした生活関連サービスの立地に必要な人口

規模を割り込む場合には、地域からサービス産業（小売・

飲食・娯楽・医療機関等）の撤退が進み、生活に必要な

商品やサービスを入手することが困難になるなど、日々

の生活が不便になる恐れがあります。次世代を生きる南

陽高校生のアンケート結果と真逆の事態となるのです。

未来の山形を語るときの最重要検討指標が人口推移で

す。この１０年は、悪化の一途を辿っています。南陽市

独自の特色ある対策が求められます。市長の少子化に対

する姿勢をお尋ねします。     

 

① ２０２１年度の政府予算案では、内閣府が自治体のＡ 

Ｉ婚活事業に２０億円の支援を行うことにしています。

ＡＩの膨大な情報分析で、「相性の良い人」を提案し、結

婚相談の成婚率向上が高まるといった効果を期待するも

のです。婚活にＡＩを活用することを絶対視する気持ち

はありません。むしろ、いまだ試行錯誤に近い状況だろ

うし、将来、まだ進歩する余地が大きいと思います。す

ぐに出生率が上がるなどの効果はともかく、１０～２０

年間の長期的視点で見れば好ましい効果につながってい

くだろうと思います。既存の婚活事業に甘んじることな

く、政府の予算を活用した、より活発な婚活事業に注力

すべきと思います。市長のご見解をお尋ねします。 
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② 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」で基本目標と施 

策が出されております。基本目標１の施策①で、産業の

活性化を推進し、就業者の定住を促進するとしています。 

企業立地促進事業・企業交流振興事業・本社機能移転奨

励金などは、企業誘致目線での施策であり時代にそぐわ

ないと思われます。むしろ企業における、仕事と家庭生

活の両立支援について、「次世代育成支援対策推進法」と

いう法律に基づいて、厚生労働省が実施している「くる

みんマーク」普及の単独追加助成や、働き方の見直しの

推進を図る施策を検討することが必要であると考えます

が、市長のご見解をお尋ねします。  

     

③ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、合計特殊

出生率について、２０１３年度１．４４の実数を２０２

０年度に１．５７とする目標値を掲げています。年度末

の予測はできたでしょうか。また、その数値をお尋ねし

ます。       

        

④ 子育て世代への各種施策について 

  ア．子どもの人数に比例して（４人目以降は全額）市民

税相応の補助金を支給（扶養義務が無くなるまで）で

きないでしょうか。 

  イ．市の育英事業奨学資金を借りていた場合、経済的負

担を考慮して、段階的に返済の停止や免除できるよう

にできないでしょうか。 

  ウ．産休中や産前・産後の時短労働による収入の不足を

現行の社会保障制度に加え、市が単独補填する施策は

とれないでしょうか。 

市長のご見解をお尋ねします。   

        

（２）給食費の無償化     

  

① 文部科学省「平成３０年度子供の学習費調査」では、

保護者が１年間で負担する具体的な数字（子ども一人当

たり）を出しています。公立小学校では、学校教育費６

３，１０２円、学校給食費４３，７２８円。公立中学校

では、学校教育費１３８，９６１円、学校給食費４２，

９４５円となっています。給食無償化のため、財源の確

保や教育委員会との調整を行い、２０２１年度の早い時

期に今後の方針を取りまとめて頂きたいと思います。取

り組みの有無をお尋ねします。   
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２．「教育振興計画」（これからの時代の学校教育はどうなる

のか）について     

  

（１）新学習指導要領とＩＣＴ活用    

文部科学省の２０２１年度の概算要求額を確認する

と、新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方

改革のための指導・運営体制の構築では、①子どもの新

たなスキルや資質の育成 ②学校機能の強化 ③教員の

働き方改革の３つの教育課題があるようです。オンライ

ン授業を実施した自治体の報告では、不登校の子どもが

オンライン授業に参加できたなどの、うれしい報告もあ

るようですが、ＩＣＴ活用において、一体何が教育課題

として存在しており、どのような取り組みが行われてい

るのかについて何点かお尋ねします。 

        

① 端末の発注やネットワークの工事発注は終了したよう

ですが、実用化できる時期は何時頃なのかお尋ねします。 

        

② 授業の中でしか使われない日本の学校でのＩＣＴ活用

は、世界的にも遅れています。その状況は、ＯＥＣＤ（経

済協力開発機構）が義務教育修了の１５歳生徒を対象に

３年おきに実施する「生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ）

２０１８年調査」でも明らかになっています。なぜ、日

本の学校はＩＣＴ活用が進まないのでしょうか。 

      

③ コロナ禍の学校現場は、今後に備えて学びを継続する

ための環境を整備しなければなりません。「教育振興計

画」でも、学校教育の場で、社会生活に活かせる活用能

力を身に付けさせて、社会に送り出すことが責務とあり

ます。教職員は、指導にデジタル機器を取り入れるため

に必要な技術的スキルや教育的スキルの習得時間、デジ

タル機器を取り入れた授業の準備のための十分な時間が

あるのでしょうか。当市ではどのように対応していくの

かお尋ねします。     

        

④ 保護者による認識の違いを踏まえた議論も必要です。

教育の目標・学び方・評価を大きく変えるためには、保

護者も共通の考え方で協力することが望まれます。社会

に開かれた教育課程を実現するために、家庭や地域とど

う連携していくのかお尋ねします。 
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１．生活困窮者自立支援制度の拡充について 

生活困窮者という言葉は、私たちの身近にあるものであ 

り、社会が抱える問題です。さまざまな複合的な理由で生

活困窮にいたる人は、年間４０万人いると推定されており

ます。２０１５年以前の法律や制度では要件を満たさない

ことから十分に支援が行えず、多くの生活困窮者を生んで

いました。生活困窮者を支援し、自立していただく制度と

して２０１５年４月に「生活困窮者支援制度」がスタート

されました。始まって間もない制度ですので、あまり知ら

れていないように思います。本市においても既に取り組み

がなされておりますが、今後コロナ禍において、ますます

生活困窮者が増え、この制度利用の増加が予想されます。 

以上の観点から質問します。 

 

（１）生活困窮者自立支援制度の概要は。 

 

（２）生活困窮者の定義は。 

 

（３）市民への制度の周知は。 

 

（４）本市の生活困窮者自立支援制度の現状は。 

年間の相談件数、支援者数、捕捉率、今後の見通し等。 

 

（５）自立相談支援員の拡充の取り組みは。 

 

（６）生活困窮者自立支援制度の課題は。 
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２．施政方針の SDGs の取り組みについて 

  SDGs はご承知の通り、２０１５年の「国連持続可能な

開発サミット」で１９３カ国の全会一致で採択され「誰ひ

とり取り残さない」というコンセプトの基に、持続可能で

多様性と包摂性のある社会を目指す世界共通の目標です。

ここ数年で企業や自治体等の関心が高まっております。本

市においても施政方針や、第６次総合計画の中に SDGs の

基本理念と取り組みの決意が見られます。 

  一方、SDGs は横文字で住民に伝わらない、何十年前か

ら言われていた理想の寄せ集めに見える、具体的に何をす

れば良いか分からない等々の声が聞かれます。 

  SDGs の取り組みが本市にとってより充実したものとな

り、「誰ひとり取り残さない」社会の実現に向けて邁進し

ていただく観点から何点か質問をします。 

  

（１）取り組みに至る経緯は。 

 

（２）取り組みにあたっての課題は。 

 

（３）本市が目指す「ニューノーマル社会」とはどんな社会 

か。 
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受付順 質問者 
質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 

１､２､３､･  (１)､(２)､(３)･･ ①､②､③･･･ 

答 弁 を     

求める者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６ 

 

番 

 

 

佐 

 

藤 

 

 

 

 

明 

 

 

 

議 

 

員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．介護保険「第８期」の課題と制度改革について 

   

（１）介護保険は３カ年の事業計画によって運営され、２０

２１年度４月から、その事業計画の「第８期」に入りま

す。また、２０２０年４月は、介護保険制度開始から満

２０年という節目の年でもあります。現在、介護をめぐ

って問われている目前の問題は、コロナ危機への対応で

あります。新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受

け、２０２０年の春以後、ホームヘルプ、デイサービス

など在宅介護では深刻な利用抑制が起こり、多くの介護

事業所が大幅な減収に見舞われています。また、一時は、

マスクや消毒液なども不足し、多くの介護事業所が感染

防護のために多大な出費等を強いられました。要介護の

高齢者はもっとも弱い立場の人たちであり、介護の現場

では、利用者・従事者の感染、特にクラスター（集団感

染）の発生を防ぐための必死の努力が続けられていま

す。そのため、ただでさえ過重だった介護従事者の労働

は一層過酷になっています。社会全体を覆う中、ヘルパ

ーや施設職員が様々な被害を受ける事例も急増してい

ます。現場での疲弊は極限に達し、介護従事者のコロナ

離職も起きています。東京商工リサーチの調査によれ

ば、２０年の「老人福祉・介護事業」の「倒産」は、介

護保険法が施行された２０００年以後、過去最多を更新

しました。また、資金難や人手不足等で先行きが見通せ

ない中、「倒産」に至る前に「休廃業・解散」を決める

介護事業所も過去最多水準となっております。調査をし

た東京商工リサーチのレポートも、国が「抜本的な福祉

の基盤整備」に乗り出さない限り、介護・福祉事業所の

「淘汰」はさらに加速し、高齢者はもちろん要介護の家

族を持つ若年層にも深刻な影響を与えかねないと警鐘

を鳴らしています。私もこの間、介護保険制度の改善を

要望して参りましたが、改めて次の諸点について、国へ

の要望も含めて当局の認識と見解を求めるものであり

ます。 

 

 ① 利用抑制や支出増に苦しむ介護事業所に減収補填を

行う。 

 

 ② 介護職員の緊急的な処遇改善を行うとともに、それを

利用料・保険料の負担増に跳ね返らせないため公費を投

入する。 
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受付順 質問者 
質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 

１､２､３､･  (１)､(２)､(３)･･ ①､②､③･･･ 
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 ③ 感染防護具の支給など、介護現場における感染拡大防

止の取り組みを支援する。 

 

④ 介護事業所の職員や利用者に定期的なＰＣＲ検査を実

施する。 

 

（２）介護保険法の施行から２０年以上が経ち、ますます公

的介護制度が重要になっております。国会で介護保険法

が可決されたのは１９９７年でしたが、当時世論調査

で、国民の８割が介護保険制度の導入を支持しました。

「介護地獄」と呼ばれた家族の介護負担、特に女性の

方々が家族の介護を担わされる苦しみと理不尽を「介護

の社会化」によって解消するという理念に、多くの国民

が期待を寄せていたのではないでしょうか。ところが、

介護保険の２０年は、同時に歴代政権による社会保障費

削減路線の２０年となり、その結果、この制度が抱えて

いる矛盾は一層拡大していきました。制度の矛盾とは何

か。私は、介護保険法が国会で審議されていたときから、

この制度は「年金天引き」で保険料を徴収されるが、い

ざ介護が必要となったときに十分なサービスが受けら

れない「保険あって介護なし」になりかねないと指摘を

して参りました。この介護保険制度のもとで、高齢者が

介護給付を受けるにはいくつもの壁を乗り越えなけれ

ばならないからであります。スタートから２１年、どの

ように総括し「第８期」の事業計画に生かされるのか、

市当局の基本的見解を問うものであります。次の項目に

ついて市当局の考えをお尋ねします。 

 

① 介護保険の国庫負担割合を引き上げるよう国に要望す

る。 

 

② 特養ホームなど介護施設を国の責任で増設するよう国

に要望する。 

 

③ 利用料・保険料の引き下げ、減免制度をつくる。 

 

④ 市内の待機者は何人おられるか。 

 

⑤ 市の保険料の基準額は。 

 

⑥ 南陽市を除く置賜２市５町の保険料の基準額は。 
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受付順 質問者 
質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 

１､２､３､･  (１)､(２)､(３)･･ ①､②､③･･･ 
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求める者 
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１．コロナワクチンの接種について 

日本の新型コロナの現状はさほど恐ろしいものではな

い。事実、日本においては、２０１９年と比べて２０２０

年の死者数はかえって減少している。「正しく理解し、正し

く恐れよ」と言われるようにマスコミ報道を鵜呑みにせず

冷静な判断が肝要である。この観点から質問する。 

 

（１）コロナ禍の現状をどう考えるか。 

「パンデミックよりインフォデミック（情報撹乱）が 

  怖い」とも言われる。たとえば、ＰＣＲ検査への盲信が 

「医療崩壊」の無用な不安を煽る。 

行政の立場としては世論への配慮も重要であるが、し 

っかりした事実認識への努力がそれ以上に重要である。 

それをしっかり踏まえて市民の不安を抑えることも行 

政の大きな役割であり、さらにどんな状況の変化に対し 

ても臨機応変の対応が可能になるはずである。 

 

（２）ワクチン接種について 

 厚労省ホームページ「新型コロナワクチン接種につい 

てのお知らせ」の中の「接種を受ける際の同意」の項目 

には「新型コロナワクチンの接種は、国民の皆さまに受 

けていただくようお勧めしていますが、接種を受けるこ 

とは強制ではありません。しっかり情報提供を行ったう 

えで、接種を受ける方の同意がある場合に限り接種が行 

われます。予防接種を受ける方には、予防接種による感 

染症予防の効果と副反応のリスクの双方について理解 

した上で、自らの意志で接種を受けていただいていま 

す。受ける方の同意なく、接種が行われることはありま 

せん。職場や周りの方などに接種を強制したり、接種を 

受けていない人に差別的な扱いをすることのないよう 

お願いいたします。」とある。このことを市民に周知徹 

底させることが重要である。マスコミが作る世論に迎合 

して「スピード」や「接種率」等の功を焦ってはならな 

い。 

  

① ワクチン接種について、南陽市における今後の見通し 

は。 

 

② 現時点での「副反応」についての認識は。 
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受付順 質問者 
質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 

１､２､３､･  (１)､(２)､(３)･･ ①､②､③･･･ 

答 弁 を     

求める者 
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２．「施政方針」を読んで 

 結びの「人、遠き慮りなければ、必ず近き憂いあり」と 

いう言葉を「身の丈に合った対話のある市政」をかかげる 

市長らしい引用と理解、その一貫性を評価します。その一 

方には「遠慮が過ぎると無沙汰になる」という言葉もある 

ようで、先の見えないコロナ禍の今、案外この言葉も重要 

な意味を持っていると思われます。これまでだれも思いつ 

かなかった新たなものが生まれるとすれば、まさに今のよ 

うな時代なのではないか。そのためには、遠慮は無用、今 

思うことを思いっきり本音でぶっつけ合うことこそが求め 

られます。施政方針の中に「ニーズ」の言葉が何度か出て 

きますが、奥山清行氏が「デザインの出発点はニーズでは 

なくてウォンツ」と言われていることに感銘を受けたこと 

は６月の一般質問で申し上げたところでした。施政方針を 

読みつつあらためて私の中から湧いてきたウォンツをもと 

にお聞きします。 

 

（１）「セーフティネット」の構築を 

 

① コロナ禍がもたらす自殺予備軍（もう生きてゆけそう 

にない）の現況把握と将来予測は。 

 

② 経済的・精神的「セーフティネット」の構築について

どう考えるか。 

 

（２）「置賜定住自立圏」による広域行政について 

 

① その構想の現状は。 

 

② １９世紀初頭幕末から明治の初め、「諸藩より来て、 

法を取る者（学びに来る者）多し」と言われた誇らしい 

歴史を置賜（米沢藩）は持っています。置賜が一つにな 

って当時の再現を目指せないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市  長 

関係課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １３ 

受付順 質問者 
質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 

１､２､３､･  (１)､(２)､(３)･･ ①､②､③･･･ 
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求める者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

番 

 

 

高 

 

橋 

 

 

一 

 

郎 

 

 

 

議 

 

員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．今般の施政方針の中で、災害復旧、都市計画道路など山 

形県が実施主体となる事業の推進において、その連携強化 

に関して次の点を質問いたしますので、市長のご見解をお 

伺いしたい。 

  

（１）平成２５、２６、令和２年の豪雨災害での復旧・復興 

予算について   

国・県合わせた予算の総額はいくらか。その予算獲得 

に向けて、県への要望状況と既決予算への評価は。 

 

（２）一般県道赤湯停車場線について 

今までの予算の総額はいくらか。その予算獲得に向け 

て、県への要望状況と既決予算への評価は。また、令和 

３年度県予算の見通しは。 

 

２．本市における発達障がい児の現状と山形県に対する要望 

について 

山形県が発達障がい児の初診のために要する期間は６ 

か月と他県に比して長いと市長は発言されていますが、本 

市の現状を踏まえ山形県に対して改善要望などはどのよ 

うに行っているのでしょうか。 

 

３．国・県への要望等にあたり、要望事項として反映できな 

かった場合の対処について 

  国や山形県への各種要望において、事務折衝等で要望自

体が却下される場合があると市長は発言されています。住

民自治の観点から真に市民生活向上を願うものであれば

要望すべきと思料しますが、いかがでしょうか。 
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